
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物処理施設整備基本計画  【概要版】 
 

１.基本計画策定の背景と目的     

新施設の整備方針は、以下の３つを柱とします。 

２.施設整備の基本方針   

１．安全、安心、安定的な稼働が期待できる施設 

 
２．脱炭素社会を見据え、環境負荷の少ない施設 

 
３．経済性が高く、運転管理が効率的かつ容易な施設 

 

 

 

 新焼却施設  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 新マテリアルリサイクル推進施設  
 
 
 
 
 
 

３.施設全体計画 

 

法律等に基づく環境保全規制の適用状況、本組合既存施設

の環境保全協定等を参考に、環境保全協定値を設定します。 

４.環境保全計画
基準   

 

●発電効率向上のための技術・施策を導入する計画とし、

目標とするエネルギー回収率は 18%以上とします。 

●大量の電気の送配電に必要な特別高圧線の引き込みにつ

いては長期間の調整と数億円の負担金が必要であること

や、高効率発電の実施に有効な下水道への接続が見込め

ないことから、売電電力量(発電設備からの最大発電量－

施設内消費電力量)が 2,000kW 未満の発電を行うこと

とします。 

 

５.余熱利用計画   
 

 排ガス基準値  
 

項      目 単  位 環境保全協定値 

ば い じ ん g/ N ㎥以下 0.01 

硫 黄 酸 化 物 ppm 以下 20 

塩 化 水 素 ppm 以下 50 

窒 素 酸 化 物 ppm 以下 50 

ダイオキシン類 ng-TEQ/ N ㎥以下 0.05 

水      銀 μg/N ㎥以下 30 

 

●処理方式及び炉数 

全国的な採用実績があることに加え、安全かつ安定的な稼働が期

待でき、費用面でも安価であることを踏まえストーカ焼却方式とし

ます。 

また、炉数構成については、平時の維持管理性の面で優れた 2 炉

構成とします。 

●処理対象物と計画処理量（令和 12 年度） 

・不燃ごみ              ：870 t/年 

・不燃性粗大ごみ          ：930 t/年 

合  計         ：1,800 t/年 

●処理能力 

※施設規模＝日平均処理量÷実稼働率×月変動係数×災害廃棄物 

     ＝1,800t/年÷365÷（252 日/365 日）×1.2×1.1 

≒10t/5 時間 

 騒音基準  
 

朝・夕 昼 間 夜 間 

6 時～8 時 
18 時～22 時 

8 時～18 時 22 時～6 時 

50dB 以下 55dB 以下 45dB 以下 

 

●処理対象物と計画処理量（令和 12 年度） 

 ・可燃ごみ（可燃性粗大ごみ含む）     ：29,547 t/年  

●処理能力 

※施設規模＝日平均処理量÷実稼働率÷調整稼働率×災害廃棄物 

     ＝29,547t/年÷365÷（280 日/365 日）÷0.96×1.1 

≒120t/日 

 環境資源ギャラリーの概要    

 
【ガス化溶融施設処理フロー】 

 
【リサイクルプラザ施設処理フロー】 

 

 振動基準  
 

昼 間 夜 間 

8 時～20 時 20 時～8 時 

65dB 以下 55dB 以下 

 

 排水基準    
クローズドシステムを採用するため設定しません。 

 

平成 17 年９月に供用を開始した環境資源ギャラリーのガス化溶融施設は、

供用開始から 18 年が経過し、焼却炉本体等の主要設備の老朽化が進行して

おり、建替える必要性が生じています。また、リサイクルプラザ施設は、令

和３年度の火災により操業を停止しており、焼却施設と合わせた整備が必要

となっています。 

安全、安心、安定的なごみ処理体制を構築することを目的に、基本的な整

備事項を定める基本計画を策定します。 

乾きガス O212％換算による基準値 

●計画処理方式 

 処理対象物ごとに破砕、選別、貯留・搬出による処理を行います。 

 悪臭基準    
臭気指数 15（市内全域） 

 
 

 



  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 
 

 概算事業費  
 

内  容 概算事業費 

新焼却施設建設工事 約 217 億円 

新マテリアルリサイクル
推進施設建設工事 

約 36 億円 

計 約 253 億円 

維持管理費（20年間） 約 194 億円 

合計 約 447 億円 

 

７.事業計画   

 事業スケジュール   

 

事業者決定

事業者決定

事業者決定

関係機関等との協議・許認可
（2か年）

ストックヤード新設工事
工事

環境資源ギャラリー解体工事
設計 工事

新廃棄物処理施設建設工事
設計 工事 施設供用

リサイクルプラザ施設解体工事
工事

敷地造成工事
工事

ストックヤード新設工事設計業務
（1か年）

可燃ごみ外部搬出に伴うごみピット改造工事
契約・設計 工事 中継運搬

新施設の運営・管理に伴う要求水準書作成・事業者選定
（1.5か年）

環境資源ギャラリー解体工事に伴う発注仕様書作成・事業者選定
（1か年）

新施設の設計・施工に伴う要求水準書作成・事業者選定
（2か年）

敷地造成工事設計業務
（1か年）

生活環境影響調査
（概ね1か年）

リサイクルプラザ施設解体工事設計業務
（1か年）

循環型社会形成推進地域計画
（１か年）

新廃棄物処理施設整備基本計画

(令和9) (令和10) (令和11) (令和12) (令和13) (令和14)

2028 2029 2030 2031 2032　　　　　　　　　　　　　　　　　（年度）
（項目）

2023 2024 2025 2026 2027

(令和５) (令和６) (令和7) (令和8)

 法面造成範囲  

●南側尾根の一部を切土し、造成します。 
 

   

 

約85ｍ

切土

1：1.5

小段

1.5ｍ

ブロック積擁壁

1：0.5

 施設配置計画案  
 
●以下の２ケースが考えられます。 
 

配置案①（直列） 配置案②（並列） 

  

 

マテリアル

リサイクル

推進施設

エネルギー回収型

廃棄物処理施設

プラット

ホーム

エネルギー回収型

廃棄物処理施設
マテリアル

リサイクル

推進施設

プラットホーム

 車両動線計画案  
 
●以下の２ケースが考えられます。 
 

車両動線案① 
（北側門扉利用） 

車両動線案② 
（東側門扉利用） 

  

 

事
業
計
画
地

マテリアル

リサイクル

推進施設

エネルギー回収型

廃棄物処理施設

プラット

ホーム

計量機

計量機

計量機

解体工事での使用範囲

事
業
計
画
地

マテリアル

リサイクル

推進施設

エネルギー回収型

廃棄物処理施設

プラット

ホーム

解体工事での使用範囲

計量機

計量機

計量機

 可燃ごみ中継施設整備概要   

●令和 7 年度から新施設が供用を開始する

までの間は、環境資源ギャラリー（ガス化

溶融施設）のごみピットに架台を設置し、

ごみクレーンを活用して可燃ごみの外部

搬出を行います。 

 

 事業方式  
   
「公設＋長期包括運営委託方式」 

 

 事業者選定方式  
   
「総合評価型一般競争入札」 

 

 発注方式  
   
「設計・施工一括発注方式（性能発注）」 

 

６.敷地造成・施設配置・動線計画   

 先行解体範囲  

●リサイクルプラザ施設を先行解体します。 
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18.0ｍ程度

 長期事業計画（財源計画） 
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億
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単
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一
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・
起
債
償
還
金
等

億
円

令和年度

一般財源

交付税算入額除く起債償還金

交付税算入額

組合負担額累計

（税込） 

※試算額は、施設整備費約 253 億円に加え、造成費約１億円、解体費約 26 億円、跡地へ

のストックヤード建設費約１億円、また、これらの工事に係る調査、設計等、計画支援
事業の費用約１億円を含む事業費合計約 282 億円（20 年間の運営管理費を除く）のう
ち、本組合の負担額を示します。 


